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株式会社シイエヌエス



連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数 １社
・主要な連結子会社の名称 株式会社シイエヌエス北海道

②　非連結子会社の状況
該当事項はありません。

⑵　持分法の適用に関する事項
　　該当事項はありません。
⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　　連結子会社の事業年度は、連結会計年度と一致しております。
⑷　会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．その他有価証券
・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
ロ．棚卸資産 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定）
②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）
定率法を採用しております。ただし1998年４月１日以降に取得した建
物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物
附属設備については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　47年
建物附属設備　　　　８年～18年
工具、器具及び備品　３年～20年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
・その他の無形固定資産 定額法によっております。
ハ．リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。
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③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．退職給付に係る負債 従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る負債及び退職給付費
用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務と
する方法を用いた簡便法を適用しております。

ハ．役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく当連結会計年度末要
支給額を計上しております。

④　収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務

を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

イ．請負契約に係る取引
　システムの分析、設計や開発といった履行義務を負い、毎月、インプット法（実行予算に基づき原
価発生に伴って進捗を測る方法）により一定期間にわたり収益を認識しております。

ロ．準委任契約に係る取引
　当社から提供される財又はサービスに関し業務を遂行する履行義務を負い、契約期間にわたり収益
を認識しております。

ハ．物販契約に係る取引
　クラウドサービスやライセンスを顧客が利用できるように代理人として手配する履行義務を負い、
当該引き渡し時点で収益を認識しております。
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２．会計上の見積りに関する注記

⑴　請負業務に係る履行義務充足に伴う収益認識
　　　イ．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　　　当連結会計年度売上高　　　　　160,994千円
　ロ．連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　①算出方法
　　　売上高の計上は進捗度に基づき測定され、進捗度はプロジェクトの総見積原価に対する連結会計年度

末までの発生原価の割合（原価比例法）によって算定しております。
　②主要な仮定
　　　進捗度の算出に用いた主要な仮定は、プロジェクト予算における総見積原価であります。総見積原価

の決定にあたっては、専門的な知識と経験を有するプロジェクト責任者が請負業務に係る作業工数や外
注金額等を見積っております。

　③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　　　プロジェクトの総見積原価は、各プロジェクトに対する専門的な知識と経験を有するプロジェクト責

任者による一定の仮定と判断を伴うものであり、見積原価総額の変動により、各連結会計年度の売上計
上額に重要な影響を与える可能性があります。

⑵　繰延税金資産の回収可能性
　　　イ．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　　　　　繰延税金資産（純額）　　　　　146,891千円
　　　ロ．連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報
　　　①算出方法

　　　　将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得及びタックス・プランニングに基づき、
　　　繰延税金資産の回収可能性を判断しております。課税所得の見積りは予算を含む中期経営計画を基礎と
　　　しております。

　　　②主要な仮定
　　　　課税所得の見積りの基礎となる予算を含む中期経営計画における主要な仮定は、将来の市場予測に基
　　　づく売上高成長率であります。

　　　③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　　　　主要な仮定である売上高成長率は、会社を取り巻く事業環境に影響を受けることから、見積りの不確
　　　実性が高く、業績の変動に伴って課税所得の見積額が変動することにより、繰延税金資産の回収可能性
　　　の判断に重要な影響を与える可能性があります。
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売掛金 674,343千円
契約資産 23,071

当座貸越極度額 130,000千円
借入実行残高 －
差引額 130,000

用途 場所 種類 金額(千円)

事業用資産 東京都渋谷区 ソフトウェア仮勘定 13,592

３．連結貸借対照表に関する注記

⑴　売掛金及び契約資産の内訳は次のとおりであります。

⑵　当社は、効率的で安定した運転資金の調達を行うため、主要取引先金融機関と当座貸越契約を締結してお
　ります。

４．連結損益計算書に関する注記

  ⑴　減損損失

　当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　当社グループは単一のセグメントであることから、事業用資産は全体で一つの資産グループとしております。

　なおソフトウェア仮勘定は、ソフトウェア開発計画の見直しに伴い想定される効果や使用見込みが無くなった

場合、資産の処分等が決定している場合には、当該資産を個別に独立した単位としてグルーピングを行っており

ます。

　上記資産は、管理会計及び請求管理目的で取り組んでいた自社利用ソフトウェアにかかるものであり、ソフト

ウェア開発計画の見直しに伴い想定効果額の見直しを行った結果、当初想定していた効果額が見込めなくなった

ため当該ソフトウェアの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額は減損損失として特別損失として計上

しております。

　なお、減損処理を行った資産については使用価値を生み出すものではなく回収可能価額を０と見積もっている

ため、割引計算は行っておりません。
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株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普通株式 2,906千株 －千株 －千株 2,906千株

決議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

1株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2023年８月25日
定時株主総会 普通株式 130,770 45 2023年５月31日 2023年８月28日

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
(千円)

1株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2024年８月29日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 139,488 48 2024年５月

31日
2024年８月

30日

5．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

⑵　剰余金の配当に関する事項
①配当金支払額等

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
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6．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、運転資金についてはまず営業キャッシュ・フローで獲得した資金を投入し、不足分に
ついて必要な資金を主に社債発行等により調達しております。また、当社グループの一時的な余剰資金の
運用については主に安全性の高い預金等で運用しております。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である売掛金及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、非上場株式であり、発行会社の財務状況の悪化等によるリスクを有しております。
営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は与信管理規程に従い、外部の信用調査機関の活用等により与信枠を設定するとともに、顧客
ごとの回収期日管理及び債権残高管理と併せて顧客の財務状況の悪化などによる回収懸念の早期把握
等によるリスクの軽減を図っております。連結子会社についても、当社の与信管理規程に準じて、同
様の管理を行っております。

ロ．市場リスクの管理
　投資有価証券については、発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業との関係を勘
案して保有状況を継続的に見直しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　営業債務及び社債は流動性リスクに晒されておりますが、管理部門において当社及び連結子会社の
資金ニーズを把握して資金繰り見通しを作成し、適正な手許流動性を維持することにより流動性リス
クを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価については、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。当
該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該
価額が変動することもあります。

－ 6 －



連結貸借対照表計上額 時価 差額

長期未収入金 51,719 － －

貸倒引当金（※） △51,719 － －

ビッグデータ
分析事業

業務システム
インテグレー
ション事業

デジタル革新
推進事業

システム基盤
事業

コンサルティ
ング事業

合計

一時点で移転される財 － － － 16,409 － 16,409
一定の期間にわたり移
転される財

1,139,923 1,517,934 1,819,938 1,763,146 399,730 6,640,674

顧客との契約から生じ
る収益

1,139,923 1,517,934 1,819,938 1,779,555 399,730 6,657,083

外部顧客への売上高 1,139,923 1,517,934 1,819,938 1,779,555 399,730 6,657,083

⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2024年５月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額5,000千円）は、注記を省略しております。ま
た、「現金及び預金」、「売掛金及び契約資産」、「未収入金」、「買掛金」、「未払金」、「未払法人税
等」については、現金であること及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を
省略しております。

（単位：千円）

（※）長期未収入金に係る貸倒引当金を控除しております。

7．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　　　収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表　１．連結計算書類の作成のための基本となる重
　　要な事項に関する注記等　⑷　会計方針に関する事項　④　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであ
　　ります。
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当連結会計年度
（2024年５月31日）

顧客との契約から生じた債権 674,343

当連結会計年度
（2024年５月31日）

１年以内 56,584
１年超 －

合計 56,584

⑴　１株当たり純資産額 1,263円48銭
⑵　１株当たり当期純利益 158円75銭

⑶　顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会
　計年度末において存在する顧客との契約から、翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び
　時期に関する情報

　　①　顧客との契約から生じた債権
　　　　顧客との契約から生じた債権は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

　　②　残存履行義務に配分した取引価格
　　　　残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりでありま
　　　す。

（単位：千円）

8．１株当たり情報に関する注記

9．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
①　子会社株式 移動平均法による原価法
②　その他有価証券
・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

⑵　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　棚卸資産 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定）
⑶　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし1998年４月１日以降に取得した建
物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物
附属設備については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　47年
建物附属設備　　　　８年～18年
工具、器具及び備品　３年～20年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。
・その他の無形固定資産 定額法によっております。
③　リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります。

⑷　引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性
を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用の計
算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法
を用いた簡便法を適用しております。

ハ．役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく当事業年度末要支給額
を計上しております。
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⑸　収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を
充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

イ．請負契約に係る取引
　システムの分析、設計や開発といった履行義務を負い、毎月、インプット法（実行予算に基づき原価発
生に伴って進捗を測る方法）により一定期間にわたり収益を認識しております。

ロ．準委任契約に係る取引
　当社から提供される財又はサービスに関し業務を遂行する履行義務を負い、契約期間にわたり収益を認
識しております。

ハ．物販契約に係る取引
　クラウドサービスやライセンスを顧客が利用できるように代理人として手配する履行義務を負い、当該
引き渡し時点で収益を認識しております。

２．会計上の見積りに関する注記
⑴　請負業務に係る履行義務充足に伴う収益認識

　　①当事業年度の計算書類に計上した金額
　　　　当事業年度売上高　　　　　160,994千円
　　②会計上の見積りの内容に関する情報
　　　　「連結注記表　２．会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略して
　　　おります。

⑵　繰延税金資産の回収可能性
①当事業年度の計算書類に計上した金額
繰延税金資産（純額）　　　140,879千円

②会計上の見積りの内容に関する情報
「連結注記表　２．会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略して
おります。
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⑴　売掛金及び契約資産の内訳は次のとおりであります。
売掛金
契約資産

586,100千円
23,071

⑵　関係会社に対する金銭債権、債務は次の通りであります。
短期金銭債権
短期金銭債務

853千円
15,680

　当座貸越極度額
　借入実行残高

130,000千円
－

売上高 －千円
仕入高 135,979

３．貸借対照表に関する注記

⑶　当社は、効率的で安定した運転資金の調達を行うため、主要取引先金融機関と当座貸越契約を締結してお
　　ります。

　差引額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　130,000

４．損益計算書に関する注記
⑴関係会社との取引高
営業取引による取引高

　⑵減損損失
　　連結計算書類「連結注記表　４．連結損益計算書に関する注記」に記載した内容と同一であります。

５．株主資本等変動計算書に関する注記
該当事項はありません。
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繰延税金資産
投資有価証券評価損 20,630千円
貸倒引当金 15,836
ゴルフ会員権評価損 7,082
敷金償却費 4,378
未払金 42,614
退職給付引当金 27,432
役員退職慰労引当金 100,398
その他 30,333

繰延税金資産小計 248,707
評価性引当額 △107,828
繰延税金資産合計 140,879
繰延税金資産の純額 140,879

種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

子 会 社 株式会社シイエ
ヌエス北海道 直接 100.0％

所有

　
営業上の取引
役員の兼任

システム開
発 135,979 買 掛 金 15,680

⑴　１株当たり純資産額 1,161円17銭
⑵　１株当たり当期純利益 149円38銭

６．税効果会計に関する注記
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

７．関連当事者との取引に関する注記

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）価格その他の取引条件については、個別に交渉の上、一般取引と同様に決定しております。

８．収益認識に関する注記
（収益を理解するための基礎となる情報）
　　収益を理解するための基礎となる情報は、「個別注記表　１．重要な会計方針に係る事項に関する注記　⑸
　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

９．１株当たり情報に関する注記
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10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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